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１．新地方公会計制度に基づく財務諸表について 
 

福井県では、毎年度の普通会計決算と併せて、「貸借対照表」と「行政コスト計算書」を公表し

ています。 

従来の自治体の会計（公会計）は、現金主義・単式簿記方式による単年度型であることから、

資産や負債等のストック情報など、複数年度にわたる財務状況が分かりにくい面がありました。 

そこで、本県では、平成２０年度分から発生主義・複式簿記方式に基づく企業会計的な財務諸

表を用いてより的確な財政情報を提供するため、新公会計制度の導入に向けて国が示した「総務

省方式改定モデル」の手法によって、次の財務書類４表を作成しました。 

 

財務書類４表の概要 

貸借対照表 

 県が保有する資産と、その資産を形成した財源（負債・純資産）を総括
的に対象表示したもの。 

【資 産】土地や建物といった有形固定資産、貸付金等の債権、現金や基
金等 

【負 債】地方債や未払金等、将来支払う必要のある額 

    （将来世代の負担分） 

【純資産】税等の一般財源や補助金等、資産形成における負債以外の財源
（これまでの世代による負担分） 

行政コスト計算書 

 当該年度の行政活動において、資産形成につながらない行政サービスに
要した経費（行政コスト）と、行政サービスの直接の対価として得られた
財源（使用料等）を表したもの。 

 コストがどのような目的でどのような経費にかかっているのか、行政分
野別・性質別コストの把握が可能。 

純資産変動計算書 
 貸借対照表（バランスシート）上の純資産が、前年度からどれだけ増減
したかを表したもの。 

資金収支計算書 
 当該年度の資金（歳計現金）の動きを、経常的収支、公共資産整備収支、
投資・財務的収支に区分して表したもの。 

 

 

 

 

 資産【2兆7,192億円】  負債【1兆468億円】
 ・・・・   ・・・・
 ・・・・  ・・・・
　歳計現金【74億円】  純資産【1兆6,724億円】

 ・・・・  ・・・・

 ・・・・  ・・・・

３．純資産変動計算書

期首純資産残高【1兆6,980億円】

－

純経常行政コスト【3,452億円】
＋

一般財源、補助金等受入【3,213億円】

－

資産評価替え等【17億円】

＝

期末純資産残高【1兆6,724億円】

<財務書類４表の関係>

＝

期末歳計現金残高【74億円】

＝

歳計現金増減額【△12億円】

＋

期首歳計現金残高【86億円】

４．資金収支計算書
収入【4,815億円】

－

支出【4,827億円】

経常収益【73億円】

＝

純経常行政コスト【3,452億円】

１．貸借対照表 ２．行政コスト計算書
経常行政コスト【3,525億円】

－
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２．貸借対照表（平成 23 年度：普通会計） 
 

平成 22 年度の貸借対照表と比較した概要は以下の通りです。 

 

（１） 資産の部 

 資産は 2 兆 7,192 億円で、そのうちの 90.5％が公共

資産です。公共資産は道路、河川、港湾、学校、庁舎な

ど、行政サービスを提供するための「有形固定資産」と、

売却が見込める土地を時価評価で表した「売却可能資

産」からなります。 

 資産のうち 7.8％が投資等であり、主なものとして公

益法人や企業会計などへの投資及び出資金、産業振興の

ための貸付金、公共施設の整備や地域振興など特定の目

的のために積み立てられている基金などの残高を計上

しています。 

 資産のうち 1.7％が流動資産です。流動資産には、年度間の財源調整のために使われる財政調

整基金や県債の償還に使われる減債基金の残高、形式収支（その年度の歳入と歳出の差額）に相

当する歳計現金、地方税の未収金などを計上しています。前年度と比較すると、資産総額は 241

億円の減となっています。これは、減価償却等により有形固定資産が減少（公共資産△203 億円）

したことや、減債基金の取り崩し等により現金預金が減少（流動資産△68 億円）したためです。 

 また、公共資産の目的別内訳等は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

（２） 負債の部 

負債とは、資産形成のために発生した債務のうち、将

来返済しなければならないもので、その額は 1兆 468 億

円となっています。前年度と比較すると、負債総額は

15 億円の増となっています。これは、地方交付税の振

替である「臨時財政対策債」の発行等により地方債の残

高が増加したためです。 

 負債のうち、この地方債の残高が 85.8％とその大部

分を占めており、翌年度に償還が予定されている額を流

行政目的別有形固定資産額 （単位：億円）
Ｈ23末 割合（％） Ｈ22末 割合（％） 増減 伸率

生活インフラ・国土保全 17,119 69.7% 17,117 69.1% 2 0.0%
教育 1,900 7.7% 1,921 7.8% △ 21 △ 1.1%
福祉 222 0.9% 236 1.0% △ 14 △ 5.9%
環境衛生 243 1.0% 231 0.9% 12 5.2%
産業振興 4,137 16.8% 4,291 17.3% △ 154 △ 3.6%
警察 293 1.2% 290 1.2% 3 1.0%
総務 667 2.7% 691 2.8% △ 24 △ 3.5%
有形固定資産合計 24,581 100.0% 24,777 100.0% △ 196 △ 0.8%

地方債

85.8%

退職手当

11.9%

その他

2.3%

負債の構成比

公共資産

90.5%

投資等

7.8%

流動資産

1.7%

資産の構成比

貸借対照表 （単位：億円）

Ｈ23末 Ｈ22末 増減 Ｈ23末 Ｈ22末 増減
(Ａ) (Ｂ) (Ａ-Ｂ) (Ａ) (Ｂ) (Ａ-Ｂ)

【資産の部】 【負債の部】
　　公共資産 24,601 24,804 △ 203 　　固定負債合計 9,404 9,370 34
　　投資等 2,134 2,104 30 　　流動負債 1,064 1,083 △ 19
　　流動資産 457 525 △ 68 【純資産の部】

　　純資産 16,724 16,980 △ 256
合　計 27,192 27,433 △ 241 合　計 27,192 27,433 △ 241

科目

借  方 貸  方

科目
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貸借対照表：県民１人あたりに置き換えた場合 （単位：千円）

Ｈ23末 Ｈ22末 増減 Ｈ23末 Ｈ22末 増減
(Ａ) (Ｂ) (Ａ-Ｂ) (Ａ) (Ｂ) (Ａ-Ｂ)

【資産の部】 【負債の部】
　　公共資産 3,075 3,076 △ 1 　　固定負債合計 1,175 1,162 13
　　投資等 267 261 6 　　流動負債 133 134 △ 1
　　流動資産 57 65 △ 8 【純資産の部】

　　純資産 2,091 2,106 △ 15
合　計 3,399 3,402 △ 3 合　計 3,399 3,402 △ 3

科目 科目

借 方 貸 方

動負債に、それ以外を固定負債に計上しています。 

 退職手当は 11.9％を占めていますが、この額は年度末において県の職員全員が普通退職したと

仮定した場合の退職手当の支払い見込額です。地方債と同様、翌年度に支払いが予定されている

退職手当を流動負債に、それ以外を「退職手当引当金」として固定負債に計上しています。 

 その他は、2.3％となっていますが、ここには「賞与引当金」（平成 24 年 6 月に支払うことが予

定される賞与のうち、平成23年 12月～平成24年 3月までの4ヶ月間の労働の対価に相当する額）

等を計上しています。 

 

（３） 純資産 

 純資産とは、資産総額から負債総額を差し引いた

差額であり、1兆 6,724 億円となっています。 

 「公共資産等整備国庫補助金等」および「公共資

産等整備一般財源等」は公共資産等の整備に充当済

みの純資産で、「その他の一般財源等」は自由に使用

できる純資産です。しかし、「その他の一般財源等」

には地方債の一部である臨時財政対策債や減税補て

ん債などの資産形成を伴わない負債が存在するため、

県の会計では通常マイナスになります。 

 また、これらの他に、純資産には売却可能資産等

の評価替えを行った際の差額である「資産評価差額」

を計上しています。 

 

（４）県民１人あたり貸借対照表 

 平成 23年度末時点の人口により算出した県民１人あたりの資産、負債、純資産額の状況は、以

下のとおりです。 

 

公共資産等

整備国庫

補助金等

48.5%

一般財源等

51.5%(*)

資産評

価差額

0.0%

純資産の構成比

＊「一般財源等」のうち、1兆3,209億円が「公共資産等整備一般財源等」、

△4,600億円が「その他一般財源等」（マイナス計上）となっている
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 810,165,689

①生活インフラ・国土保全 1,711,908,093 (2) 長期未払金

②教育 189,972,092 ①物件の購入等

③福祉 22,164,686 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 24,345,543 ③その他

⑤産業振興 413,696,161 長期未払金計 5,219,886

⑥警察 29,309,165 (3) 退職手当引当金 125,090,319

⑦総務 66,705,684 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 2,458,101,424 固定負債合計 940,475,894

(2) 売却可能資産 2,010,529

公共資産合計 2,460,111,953 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 87,373,961

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 996,760

①投資及び出資金 71,029,690 (4) 翌年度支払予定退職手当 11,800,000

②投資損失引当金 △ 648,000 (5) 賞与引当金 6,227,193

投資及び出資金計 70,381,690 流動負債合計 106,397,914

(2) 貸付金 71,658,127

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 1,046,873,808

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 45,477,881

③土地開発基金 6,611,701

④その他定額運用基金 11,592,438 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 0 １　公共資産等整備国庫補助金等 811,270,029

基金等計 63,682,020

(4) 長期延滞債権 8,270,214 ２　公共資産等整備一般財源等 1,320,870,800

(5) 回収不能見込額 △ 550,264

投資等合計 213,441,787 ３　その他一般財源等 △ 459,963,180

３　流動資産 ４　資産評価差額 195,948

(1) 現金預金

①財政調整基金 25,428,328 純　 資　 産　 合　 計 1,672,373,597

②減債基金 8,325,950

③地域振興基金（通常分） 1,638,779

④歳計現金 7,423,133

現金預金計 42,816,190

(2) 未収金

①地方税 677,058

②その他 2,204,349

③回収不能見込額 △ 3,932

未収金計 2,877,475

流動資産合計 45,693,665

資　　産　　合　　計 2,719,247,405 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,719,247,405

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥警察 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国庫補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち574,339,716千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 1,112,327,772 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 898,195,480 千円 898,195,480 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 1,780,238 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 52,595,658 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 136,890,319 千円 136,890,319 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 22,866,077 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 681,169,817 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 61,920,885 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 25,177,479 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 594,071,453 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 431,157,955 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は411,677,655千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は1,658,479,091千円です。

0

52,595,658

0

0

5,219,886

40,664,837

15,190,766

0

2,818,158

129,125,980

0

0

22,866,077

1,780,238

149,800,871

60,935,416

48,368,272

7,325,163

57,122,645

[内訳]

項目 金額

貸借対照表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

44,309,954

負債計上 注記

7,372,758

30,311,215

3,191,482

149,800,871

0
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３．行政コスト計算書（平成 23 年度：普通会計） 
 

平成 22 年度の行政コスト計算書と比較した概要は以下の通りです。 

 

（１）項目別コスト 

 経常行政コストは 3,525 億円で、そのうち人に

かかるコストが 34.7％、物にかかるコストが

31.3％となっており、この２つで経常行政コスト

の約 2/3 を占めています。 

 人にかかるコストには、職員の人件費と退職手

当引当金繰入等、賞与引当金繰入額を計上してい

ます。「退職手当引当金繰入等」とは、貸借対照表

に計上された退職手当引当金のうち、当該年度に

おける新たな繰り入れに相当する金額です。 

 物にかかるコストには、物件費、維持補修費、

減価償却費を計上しています。物件費とは、賃金、

旅費、委託料等、消費的性質の経費であり、減価償却費とは、貸借対照表に計上された有形固定

資産の減価償却に相当する額です。 

 移転支出的なコストには、社会保障給付、補助金等、他会計等への支出額、他団体への公共資

産整備補助金等を計上しています。これらは、県から他の団体等へ財源が移転（支出）された後

に行政サービスとしての効果が発生します。 

 その他のコストには、支払利息、回収不能見込計上額、その他の行政コストを計上しています。

「回収不能見込計上額」は、当該年度末の回収不能見込額から前年度末の回収不能見込額を控除

し、当該年度の不納欠損額を加えた額を計上しています。 

 

（２）行政目的別コスト 

 行政コストを行政目的別にみると、もっとも大

きな割合を占めているのが「教育」で 26.3％、次

いで「産業振興」の 17.4％となっており、「生活

インフラ・国土保全」が 16.6％、「福祉」が 14.2％

で続いています。 

 「教育」では、経常行政コストのうち 81.8％が

人にかかるコストとして支出されており、「生活イ

ンフラ・国土保全」では、74.6％が減価償却費と

して支出されています。また、「福祉」は 87.9％

を社会保障給付や補助金など移転支出的なコスト

行政コスト計算書 （単位：億円）
区分 H23 構成比 H22 構成比 増減 伸率
経常行政コスト（性質別）

人にかかるコスト 1,223 34.7% 1,211 33.2% 12 1.0%
物にかかるコスト 1,103 31.3% 1,090 29.9% 13 1.2%
移転支出的なコスト 1,057 30.0% 1,183 32.4% △ 126 △ 10.7%
その他のコスト 142 4.0% 162 4.4% △ 20 △ 12.3%
　　経常行政コスト合計（A） 3,525 100.0% 3,646 100.0% △ 121 △ 3.3%

経常収益
使用料・手数料 38 52.1% 38 52.8% 0 0.0%
分担金・負担金・寄附金 35 47.9% 34 47.2% 1 2.9%
　　経常収益合計（B) 73 100.0% 72 100.0% 1 1.4%

純経常行政コスト
純経常行政コスト（A)-(B) 3,452 3,574 △ 122 △ 3.4%

人にかかる

コスト

34.7%

物にかかる

コスト

31.3%

移転支出的

なコスト

30.0%

その他の

コスト

4.0%

項目別コストの構成比

生活ｲﾝﾌﾗ

16.6%

教育

26.3%

福祉

14.2%

環境衛生

3.9%

産業振興

17.4%

警察

6.4%

総務

8.0%

議会

0.3%

その他

6.9%

行政目的別コストの構成比
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として支出しており、行政目的別に支出の性質に特徴があります。 

 行政目的別コスト計算書は以下のとおりです。 
 

 

（３）コストと収益の比較 

 「経常収益」は 73億円で、経常行政コストか

ら経常収益を差し引いた「純経常行政コスト」

は 3,452 億円となっています。 

 「経常収益」は使用料・手数料、分担金・負

担金・寄附金の合計であり、行政サービスの直

接の対価として受ける収益です。その割合は

2.1％と非常に小さく、行政コストの大部分は、

地方税や地方交付税等の一般財源により賄われ

ていると言えます。 

目的別行政コスト計算書 （単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 伸率
生活インフラ・国土保全 58,609 16.6% 66,357 18.2% △ 7,748 △ 11.7%
教育 92,656 26.3% 91,034 25.0% 1,622 1.8%
福祉 49,894 14.2% 48,319 13.3% 1,575 3.3%
環境衛生 13,673 3.9% 10,071 2.8% 3,602 35.8%
産業振興 61,237 17.4% 65,543 18.0% △ 4,306 △ 6.6%
警察 22,672 6.4% 22,651 6.2% 21 0.1%
総務 29,179 8.3% 34,425 9.4% △ 5,246 △ 15.2%
その他 24,534 6.9% 26,153 7.1% △ 1,619 △ 6.2%

計 352,454 100.0% 364,553 100.0% △ 12,099 △ 3.3%

行政目的
H23　（A） H22　（B） 比較　（A-B）

経常行政コスト 経常収益等

経常行政

コスト

352,454

純経常行政

コスト

345,171

経常収益

7,283

コストと収益の比較

（単位：百万円）
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 警　察 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 102,770,536 29.2% 4,484,344 63,380,551 2,375,127 1,826,680 6,662,946 14,976,700 8,279,738 784,450 0

（２）退職手当引当金繰入等 13,255,977 3.8% 538,826 8,432,081 352,335 275,006 910,938 2,089,036 626,546 31,209 0

１ （３）賞与引当金繰入額 6,227,193 1.8% 253,122 3,961,096 165,515 129,188 427,927 981,355 294,329 14,661 0

小　　計 122,253,706 34.7% 5,276,292 75,773,728 2,892,977 2,230,874 8,001,811 18,047,091 9,200,613 830,320 0

（１）物件費 19,701,838 5.6% 1,496,865 3,993,781 1,595,235 1,207,692 4,957,464 2,335,094 3,902,656 90,112 122,939

（２）維持補修費 3,098,036 0.9% 2,538,419 142,955 1,060 58,117 119,198 126,255 112,032 0

（３）減価償却費 87,530,791 24.8% 43,728,290 4,919,073 1,554,632 1,294,141 30,484,884 2,005,197 3,536,236 8,338

小　　計 110,330,665 31.3% 47,763,574 9,055,809 3,150,927 2,559,950 35,561,546 4,466,546 7,550,924 98,450 0 122,939

（１）社会保障給付 8,279,559 2.3% 147,032 6,832,534 1,299,981 12

（２）補助金等 69,138,360 19.6% 93,217 7,274,673 34,437,781 1,467,470 8,106,698 158,018 7,240,356 99,493 10,260,654

３ （３）他会計等への支出額 3,116,997 0.9% 532,295 0 0 2,487,078 97,624 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

25,184,003 7.1% 4,943,129 404,936 2,580,119 3,627,922 9,469,242 0 4,158,655 0 0

小　　計 105,718,919 30.0% 5,568,641 7,826,641 43,850,434 8,882,451 17,673,576 158,018 11,399,011 99,493 10,260,654

（１）支払利息 14,118,847 4.0% 14,118,847

（２）回収不能見込計上額 32,011 0.0% 32,011

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 14,150,858 4.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 14,118,847 32,011 0

352,454,148 58,608,507 92,656,178 49,894,338 13,673,275 61,236,933 22,671,655 28,150,548 1,028,263 14,118,847 32,011 10,383,593

（　構　成　比　率　） 16.6% 26.3% 14.2% 3.9% 17.4% 6.4% 8.0% 0.3% 4.0% 0.0% 2.9%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 3,747,750 617,358 337,479 385,159 144,988 81,685 923,968 88,014 0 0 0 1,169,099

２ 分 担 金・ 負担 金・ 寄附 金 ｃ 3,535,569 1,162,736 105,911 205,987 2,596 1,988,495 0 28,582 0 0 0 41,262

7,283,319 1,780,094 443,390 591,146 147,584 2,070,180 923,968 116,596 0 0 0 1,210,361

ｄ／ａ 2.1% 3.0% 0.5% 1.2% 1.1% 3.4% 4.1% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0%

345,170,829 56,828,413 92,212,788 49,303,192 13,525,691 59,166,753 21,747,687 28,033,952 1,028,263 14,118,847 32,011 10,383,593 △ 1,210,361

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

行政コスト計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ
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４．純資産変動計算書（平成 23 年度：普通会計） 
 

（１）純資産の変動 

 平成 23 年度末の純資産は 1兆 6,724 億円で、

前年度末に比べ 256 億円減少しています。 

 純資産の変動を項目別にみると、「公共資産等

整備等国庫補助金等」は 8,113 億円で前年度よ

り 189 億円減少しています。これは、有形固定

資産の減価償却による減が主な要因です。 

 「公共資産等整備一般財源等」は 1 兆 3,209

億円で、前年度末より 270 億円増加しています。

これは一般財源等（資産の形成を伴わない地方

債を含む）による公共資産の整備、貸付金の増

が主な要因です。 

 「その他一般財源等」は△4,600 億円で前年

度末より 338 億円減少しています。これは「臨

時財政対策債」など、資産の形成を伴わない負

債が存在していることが主な要因です。 

 「資産評価差額」は、資産の再評価や無償受

贈財産の取得により 0.04 億円の増加となって

います。 
 

 

５．資金収支計算書（平成 23 年度：普通会計） 
 

（１）支出の構成 

 支出総額は 4,827 億円で、そのうち「経常的支出」が

49.6％と約半分を占めており、次いで「投資・財務的支

出」、「公共資産整備支出」の順となっています。 

 「経常的支出」には人件費や物件費、社会保障給付、

補助金等、支払利息などを計上しており、そのうち人件

費の割合が最も大きく 50.7％となっています。 

 

（２）収入の構成 

 収入の総額は 4,815 億円で、そのうち「経常的収入」

が 71.8％と収入の大部分を占めています。 

 「経常的収入」には、地方税、地方交付税の他、公共

資産整備収支の部および投資・財務的収支の部に計上さ

れたもの以外の国庫補助金等、地方債発行額などを計上

しています。 

 

（３）資金収支 

 資金収支をみてみると、経常的収支は 1,062 億円のプ

ラスであるのに対し、公共資産整備収支は 206 億円のマ

イナス、投資・財務的収支は 868 億円のマイナスとなっ

ており、合計では 12億円のマイナスとなっています。こ

のため、平成 23年度末の歳計現金残高は前年度末より減

少し、74億円となっています。 

830,131 811,270

1,293,874 1,320,871

△ 426,187 △ 459,963

192 196

期首残高 期末残高

純資産の変動

1兆6,980億円 1兆6,724億円

（単位：百万円）

公共資産等整備一般財源等

公共資産等整備国庫補助金等

その他一般財源等

資産評価差額

経常的支出

49.6%

公共資産

整備支出

19.1%

投資・財

務的支出

31.3%

支出の構成比

経常的収入

71.8%

公共資産

整備収入

14.8%

投資・財

務的収入

13.4%

収入の構成比

8



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国庫補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 1,698,009,945 830,130,877 1,293,873,699 △ 426,186,668 192,037

純経常行政コスト △ 345,170,829 △ 345,170,829

一般財源

地方税 91,100,550 91,100,550

地方交付税 132,291,331 132,291,331

その他行政コスト充当財源 23,165,533 23,165,533

補助金等受入 74,690,680 32,661,085 42,029,595

臨時損益

災害復旧事業費 △ 1,717,174 △ 1,717,174

公共資産除売却損益 △ 350 △ 350

投資損失 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 17,274,789 △ 17,274,789

公共資産処分による財源増 0 △ 31,410 31,410 0

貸付金・出資金等への財源投入 50,393,817 △ 50,393,817

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 22,410,976 △ 48,031,708 70,442,684 0

減価償却による財源増 △ 29,110,957 △ 58,419,834 87,530,791 0

地方債償還に伴う財源振替 65,811,447 △ 65,811,447

資産評価替えによる変動額 △ 1,235 △ 1,235

無償受贈資産受入 5,146 5,146

その他 0 0 0

期末純資産残高 1,672,373,597 811,270,029 1,320,870,800 △ 459,963,180 195,948

純資産変動計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国庫補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国庫補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国庫補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は65,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は17,529千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額
　地方債発行額 △ ( 47,167,365)
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額 ( 82,327,514)
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 ( 27,950,278)

（　　）は臨時財政対策債を除いた値

6,080,604

345,552,860

106,169,464

38,423,337

3,743,363

362,773

12,043,346

42,255,000

19,311,717

資金収支計算書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

69,138,360

14,118,847

132,291,331

121,333,244

19,701,838

8,279,559

1,996,338

239,383,396

91,041,389

4,815,210

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

66,419,651

25,184,003

391,616

12,306,561

91,995,270

27,735,947

32,447,000

7,370,593

3,883,211

71,436,751

△ 20,558,519

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

3,600,912

83,249,333

151,284,071

8,531,396

768,298

49,978,822

1,380,145

43,270,856

901,540

996,211

725,199

0

10,039,365

64,464,567

8,631,692

△ 86,819,504

△ 1,208,559

0

7,423,133

481,454,178

5,399,415

84,741,365
6,435,606

482,662,737
97,350,651

434,294
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用語解説 
貸借対照表 

有形固定資産の 
科目 

 
総務省方式改訂モデル 旧総務省方式（従来モデル） 

 生活インフラ・国土保全  土木費 
 教育  教育費 
 福祉  民生費 
 環境衛生  衛生費 
 産業振興  農林水産業費、労働費、商工費 
 警察  警察費 
 総務  総務費、その他 

 

売却可能資産 有形固定資産のうち売却が見込める土地の時価評価額 

その他 
特定目的基金 「地域活性化基金」、「企業立地促進資金貸付基金」など特定の目的のために設置している基金 

土地開発基金 公共用地を先行取得するために設置している基金 

その他 
定額運用基金 「奨学育英資金貸付基金」など定額の資金を運用するために設置している基金 

長期延滞債権 県税等の収入未済額のうち１年以上未収のもの 

回収不能見込額 時効等により将来徴収不能となる可能性が高いと見込まれるもの 

財政調整基金 財源調整を図り、長期にわたる財政の健全な運営のために設置している基金 

減債基金 将来の県債の償還に必要な財源を確保するために設置されている基金 

歳計現金 当該年度の歳入・歳出の差額 

未収金 県税等の収入未済額のうち過去１年以内に発生したもの 

損失補償等 
引当金 

第３セクター等の損失補償債務のうち、経営状況等を勘案して算定した将来負担見込額（地方公共 
団体の財政の健全化に関する法律）を計上 

賞与引当金 期末勤勉手当は１２月から５月までを支給対象期間（６か月分）とし６月に支給するため、１２月 
から３月まで（４か月分）に係る手当額を引当金として計上 

公共資産等整備 
国庫補助金等 資産のうち、公共資産、投資等を形成するために充当された国庫支出金 

公共資産等整備 
一般財源等 資産のうち、公共資産、投資等を形成するために充当された国庫支出金以外の財源 

その他 
一般財源等 

「資産合計―負債合計―その他一般財源等以外の純資産合計」により算出された額 
  ・資産形成を伴わない負債が存在し、その支払いに対する積立てがなされていないケースが 
   存在するため、「その他一般財源等」は通常マイナスとなります。 
  （例）臨時財政対策債１００を起債し、経常的支出に充当した場合 

【資産の部】 
              0 

 

【負債の部】 
  地方債        100 

【純資産の部】 
  その他一般財源等  △100 

 

資産評価差額 帳簿価格と再調達価格又は売却可能価格との差額 

※１ 
他団体及び民間へ
の支出金により形

成された資産 

他団体や民間企業等に支出した資産形成に係る補助金・負担金等及びその財源 
（県の資産ではないため貸借対照表には計上していません） 

※２ 
債務負担行為に関
する情報 

貸借対照表に計上していない債務負担行為 
（負担に見合う役務の提供や資産の取得が今後予定され資産が依然未取得のもの） 

※４ 
普通会計の将来負

担に関する情報 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく「将来負担比率」の算出にあたり使用した 
金額 
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行政コスト計算書 

人件費 給与費（報酬、職員給、各種手当等）から退職手当を除いた金額 

退職手当引当金 
繰入等 退職手当に退職手当引当金等の増減を反映させた経費 

物件費 旅費、備品購入費、光熱水費、委託料等の経費 

維持補修費 施設等の維持修繕に要する経費 

減価償却費 有形固定資産の経年劣化等に伴い、価値が減少したと認められる金額 

社会保障給付 児童手当の支給、高齢者や障害者に対する援護措置、生活保護等に要する経費 

補助金等 各種団体に対する補助金等 

他会計への支出額 特別会計等への支出金額 

他団体への公共資 
産整備補助金等 

貸借対照表の欄外に注記した「他団体及び民間への支出金により形成された資産」の当該年度分 
支出額 

支払利息 地方債および一時借入金の利払額 
回収不能見込計上 
額 時効等により徴収不能となった県税や使用料・手数料等 

使用料・手数料 公共施設を利用した際に徴収する料金や、証明書の発行手数料等の調定額 

分担金・負担金・ 
寄附金 分担金・負担金・寄附金の調定額 

 

純資産変動計算書 
公共資産等整備国補助金等 
公共資産等整備一般財源等 

貸借対照表の有形固定資産及び投資及び出資金、貸付金、基金を形成している財源 

その他一般財源等 貸借対照表の公共資産等整備以外の財源 

地方税 自動車税、個人県民税、法人事業税等 

地方交付税 普通交付税、特別交付税 

その他行政コスト充当財源 地方譲与税、地方特例交付金等 

臨時損益 経常的でない特別な事由に基づく損益 

災害復旧事業費 降雨、暴風その他の災害によって被害を受けた施設等を復旧するための事業費 

公共投資除売却損益 公共資産を売却した際の評価額との差額 

投資損失 外郭団体への出資金等の実質価格と取得価格との差損 

科目振替 純資産を構成する科目相互間での資金の変動を明示するため設けられた項目 

公共資産整備への財源投入 貸借対照表の公共資産を整備するために投じられた財源の変動 

公共資産処分による財源増 土地の売価など資産処分による財源の変動 

貸付金・出資金等への財源投入 貸借対照表の投資及び出資金、貸付金、基金に投じられた財源の変動 

貸付金・出資金等の回収等による 
財源増 投資及び出資金、貸付金、基金の返済等による財源の変動 

減価償却による財源増 減価償却による公共資産等形成の財源からその他一般財源等へ振替 

地方債償還に伴う財源振替 公共資産等にかかる地方債償還に伴う財源の振替 

 
資金収支計算書 

経常的収支の部 県政を運営するうえで、毎年度継続的に収入、支出されるもの 

公共資産整備収支の部 道路や学校、公園など、主に貸借対照表の有形固定資産形成のための支出及び財源 

投資・財務的収支の部 公営企業や外郭団体への出資金・貸付金、地方債の元利償還額などの経費及び財源 
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